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「アジア太平洋経済、2007 年は減速」 
太平洋地域の現況（SOTR）／太平洋経済展望（PEO） 

2007 年第 1 四半期更新 
 

東アジアは太平洋地域の経済成長を引き続き主導 
 

米国経済は広く減速が予想されているにも関わらず、アジア太平洋地域の実質経済成長

率は全体としては好調であり、前年の 5.0％に比して、2007 年は 4.3％と予想される。東ア

ジア経済は 2006 年の 6.3％成長から減速するが、2007 年は 5.7％と太平洋地域を引き続き

主導する。 

（図表）アジア太平洋 GDP 成長率 

 

 

現在の予測は、19 の国・地域の PECC パネルの予測専門家からの 2007 年 3 月時点での

データに基づいている。そして、2006 年末の更新から大きな変更はない。2008 年は緩やか

な回復が見込まれ、地域全体として 4.5％成長であり、そこでも東アジア経済が再び主導し

ていくであろう。 
（図表）アジア太平洋消費者物価上昇率（CPI） 
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アジア太平洋ではインフレは収まりつつある 
 
インフレ率（CPI で測ったもの）は 2006 年 2.4％から下がって、2007 年に 2.1％と下が

り続けている。これはエネルギー価格の高騰によるコスト圧力が次第に衰えているためで

ある。2008 年の CPI インフレーションは基本的に 2.2％と変化がない。予測における重要

なリスクとしてはエネルギーや他の商品価格の高騰、米国における保護主義圧力、通貨市

場の不安定性、鳥インフルエンザのような世界的流行病などがある。 
 

経済成長率の減速に伴って貿易も減速 
 

実質輸出の伸びは、2006 年の 10％超から 2007 年は 8.2％へと減速するものと予想され

る。輸出の伸びの減速は東アジアで最も大きく、2006 年の 12.6％から 2007 年は 9.2％へ

と減速するであろう。これは米国で予想される景気減速のためである。 
 

（図表）アジア太平洋輸出上昇率（％） 

 

 
実質輸入の伸びもまた、2006 年の 7.9％から 2007 年には 6.7％に減速する。経済成長の

回復が見込まれることで、輸出・輸入の伸びはともに 2008 年には回復が予想される。 
 

（図表）アジア太平洋輸入上昇率（％） 
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中国は引き続きアジアの経済成長を牽引 
 

中国はアジアの成長を牽引し続け、2008 年にかけて実質 GDP 成長率は 10％を超えると

見込まれている。引き続き景気過熱の懸念はあるものの、CPI で見たインフレ率は、2007
年は 2.0％、2008 年は 2.5％と制御可能な範囲にとどまると予測される。中国経済は固定資

産投資の増加が再び成長に火を付けるが、家計の可処分所得拡大に伴い GDP 全体に占める

個人消費の役割も次第に高まるだろう。注目すべき点は、国内資産価格の急上昇（そして、

それに付随して起きた 2007 年 2 月の上海証券取引所における株価調整）を要因に起きてい

る過剰流動性である。 
 

為替レートは 2008 年には 1 ドル＝7.3 人民元に 
 

対外経済をみると、中国の経常収支黒字は拡大を続け、2007 年には 3,150 億ドル、2008
年には 3,640 億ドルになると予測している。2008 年には実質輸入の伸びが実質輸出の伸び

を上回るが、現に金額ベースの純輸出額は巨額な黒字であり、今後も経常収支黒字は拡大

し続けることを意味する。黒字の対 GDP 比はおよそ 10％を超えており、これは米国内の

保護主義傾向に火をつけることになり、政治的なモメンタムが高まることになる。人民元

の対ドルレートは 2006 年の 8.0 元から 2008 年には 7.3 元に切り上がると予測されるもの

の、このような緩やかな上昇ではワシントンの通商政策の強行論者を満足させられないだ

ろう。 

（図表）アジア太平洋の経常収支バランス（10 億 US ドル） 

 
 

日本経済の本格的な回復は 2008 年 
 

日本の2006年の実質GDP成長率は2.2%となり、８四半期連続のプラス成長を実現した。
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2006 年第 4 四半期は特に年率 5.5％の高成長を実現した。しかし、現在、景気は循環的に

停滞局面に入った兆しが見受けられる。2007 年には成長率は 1.9％程度に減速するが、2008
年には再び 2.5％へと加速すると予測される。2007 年の景気の一時的な減速は、主として

生産の弱さ、民間消費の減退、財政負担増に起因するものである。CPI インフレ率は

2007-2008 年には 0.6％程度上昇し、GDP デフレーターは 2007 年にはプラスに戻るとみら

れ、日本経済の長期にわたるデフレが終息しそうである。日銀による予想外の政策金利引

き上げが景気回復に水を差すのではないかと懸念されているが、金融・資本市場はこれま

でのところ柔軟に反応している。 
 

減少傾向にある米国の経常収支赤字 
 

2007 年の米国実質経済成長は、2006 年に比べると大幅に減速するとみられる。ただ、現

在の見通しは、昨年末時点ほど悲観的ではない。米国経済は、2005、2006 年と 2 年連続 3％
を上回る実質 GDP 成長率が続き、2007 年には 2.4％、2008 年には 2.9％の伸びを示すだろ

う。2006 年に 3.2％と高い伸びを示した CPI は、2007 年には原油価格の低下により急落す

ると見込まれる。2007、2008 年の経済成長は、個人消費に牽引されるだろう。一方、民間

投資は 2007 年には縮小し、2008 年も低迷を続けるだろう。とりわけ、住宅着工は 2006
年の 4.6％の下落に引き続き、2007 年には 13％も下落すると見込まれる。サブプライム（市

場外金利）貸付市場の最近の急落は、金融セクターに行き詰まりをもたらしそうにはない

が、プライムレート（標準金利）での借り手にとって、より高い借入コストをもたらすこ

とは考えられるし、米国の住宅市場の回復をさらに遅らせるだろう。 
 

原油輸入額の減少は他のアジア経済に注目を集める 
 

対外部門は米国経済の成長にとって、引き続き、景気抑制要因かせいぜい中立的となる

であろう。経常収支赤字は 2006 年には過去最高の 8,240 億 US ドルを記録した。それは

GDP の 6.2％を占める割合であった。経常赤字額は 2007 年には減少するが、2008 年には

再び、わずかに増加すると予測される。しかし、GDP に占める割合からすると、米国の経

常赤字は減少傾向にあるとみられる。それでもなお、その他世界の国々に対する米国の債

務は、今後も高水準を持続し、（通貨市場もしくは保護貿易政策を通じての）無秩序な調整

は、世界経済にとって深刻なリスクとなり続けるであろう。しかも、2006 年以降の原油価

格の急速な下落によって、OPEC（石油輸出国機構）メンバーは、貿易相手国に対する黒字

の割合を減少させた。このため東アジアの黒字国、とりわけ中国には注目が向いている。

したがって、世界的不均衡の問題は次第に太平洋地域の不均衡としてみられるようになる

と思われる。そして太平洋地域の主要国間の経済や政治的安全保障関係の調整に特別な課

題をもたらすだろう。 
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表１：PECC 経済における実質経済成長率と消費者物価の上昇 

 
 

（国名を翻訳される場合、”Chinese Taipei”については、「チャイニーズ・タイペイ」と訳し

てくださいますようお願いします。） 
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表２：PECC 経済における実質輸出上昇率と実質輸入上昇率 2005-2008 

 

 



 7 

表３：PECC 経済における経常収支バランス 2005-2008（10 億ドル、％対 GDP 比） 
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表４：PECC 経済における実質 GDP／GNP 成長率への寄与予測 2007-2008（％／年） 
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表５：PECC 経済における実質・予測の短期金利および長期金利 2005-2008（％） 
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表６：為替相場 2005-2008（対 US ドル） 
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表７：GDP デフレーター指数 
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表８：貿易比率 2003-2005 平均（％） 

 


